
愛知県窒素酸化物及び粒子状物質総合対策推進要綱 
 
第１ 目  的 

  この要綱は、愛知県の窒素酸化物及び粒子状物質に関する総合的な対策を推進するため、

目標、取組内容及び推進体制を定めるものとする。 
 
第２ 目  標 

  平成 32 年度における窒素酸化物排出量（二酸化窒素換算量）及び粒子状物質排出量（二

次生成粒子を含む。）を次に掲げる量とすることにより、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に

係る環境基準の達成・維持を図ることを目標とする。 

なお、括弧内の値は現状（平成 21 年度）における排出量である。 

 １ 窒素酸化物排出量 
 （１）総排出量            67,100 トン（87,900 トン） 

（２）自動車からの排出量       17,700 トン（31,000 トン） 

 （３）工場・事業場からの排出量    28,100 トン（29,100 トン） 

 ２ 粒子状物質排出量 
 （１）総排出量            18,300 トン  （21,500 トン） 

 （２）自動車からの排出量        1,500 トン※ （ 2,500 トン） 

 （３）工場・事業場からの排出量    12,400 トン  （12,500 トン） 

   ※ 自動車からの排出量のうち、自動車の排出ガス分（一次粒子）は 390 トンである。 

 

第３ 取組内容 

 １ 自動車対策 
   「あいち自動車環境戦略２０２０」の推進を基本とし、次に掲げる対策を講ずる。 
 （１）自動車単体対策の強化等 
   ア 古い規制の使用過程ディーゼル車の規制の実施、強化に加え、従来車の低公害車

及び最新規制適合車への転換を促進し、その普及を図る。 
   イ ディーゼル黒煙街頭検査、ディーゼル黒煙のクリーンキャンペーンの実施や、車

両点検整備の励行などの啓発活動を実施する。 
 （２）車種規制の実施及び流入車の排出基準の適合車への転換の促進 
   ア 「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削

減等に関する特別措置法（自動車ＮＯｘ・ＰＭ法）」に基づく、車種規制を推進する。 
   イ 「貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱」に基づき、自動

車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域外からの流入車も含め、対策地域において運行する車

両を対象とした、車種規制非適合車の使用抑制を推進する。 
 （３）低公害車の普及促進 
   ア ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自動車等の次世代自動車に加え、そ

の時点の技術水準に照らして環境性能に特に優れた従来車も含めた「次世代自動車

等先進エコカー」について、助成・優遇措置の実施、導入制度の推進、行政機関に

おける率先導入等により更なる普及を促進する。 



   イ 次世代自動車等先進エコカーの大量普及を図るため、県内各所に充電インフラ設

備、天然ガススタンド、水素供給施設といった燃料供給施設等のインフラ整備を促

進する。 
ウ 次世代自動車等先進エコカーの研究・開発を促進する。 

 （４）エコドライブの普及促進 
ア 自動車運転免許の取得、更新時におけるエコドライブ教育の実施などによる情報

提供の推進や、エコドライブに関するイベントや環境教育の推進により、その普及

拡大を図る。 
   イ エコドライブ支援装置及び評価システムの開発普及等、エコドライブシステムの

導入を促進する。 
 （５）交通需要の調整・低減 

ア グリーン配送の促進や、物流拠点等の整備により、自動車走行量の低減に努め、

物流の改善を推進する。 
   イ 鉄道やバス等の公共交通機関の整備及び維持・充実と利用促進を図る。 
   ウ 自動車利用の抑制・平準化、次世代自動車等先進エコカーの新たな利用方法につ

いて検討し、自動車利用方法の見直し・改善を図る。 
   エ 自転車通行帯等の整備やレンタサイクルシステム、共同利用を促進し、都心部や

近距離の移動における自転車等の利用促進を図る。 
 （６）交通流対策の推進 
   ア 都心部環状道路やバイパスの整備、立体交差事業の推進等により、通過・流入交

通を分散・回避することで、渋滞緩和を図る。 
   イ ＩＴＳ（高度道路交通システム）を活用し、環境負荷の少ない交通システムの構

築を促進する。 
 （７）自動車交通集中地域において、優先的に地域の実情に応じた効果的な自動車環境対

策を推進する。 
 （８）次世代自動車等先進エコカーの普及拡大を図るため、県民や事業者に対して、次世

代自動車等先進エコカーや充電スタンド等燃料供給設備の整備状況等の情報提供、Ｅ

Ｖ・ＰＨＶタウンモデル事業等により、普及・啓発を図る。 
 （９）環境施設帯の設置等沿道の環境改善対策を推進する。 
 ２ 工場・事業場対策 
   「大気汚染防止法」等法令に基づく規制・指導等を行うほか、次の対策を講ずる。 
 （１）主要な工場・事業場については、「工場・事業場に係る窒素酸化物対策指導要領」を

定め、それに基づき指導する。 
 （２）ディーゼル機関等の内燃機関については、「ディーゼル機関、ガスタービン、ガス機

関及びガソリン機関設置指導指針」に基づき指導する。 
 （３）低ＮＯｘバーナー、二段燃焼法、排ガス再循環燃焼法等の採用による燃焼技術の改

善を指導する。 
 （４）ＬＰＧ、ＬＮＧ等の良質燃料への転換を指導する。 
 （５）燃料使用量の節減、省エネルギー機器の積極的な導入等省エネルギー対策を指導す



る。 
 （６）揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出抑制対策の推進 
   ア 工場・事業場における自主的なＶＯＣの排出抑制を推進するため、次の事項を指

導・啓発する。 

   （ア）ＶＯＣの排出量及び排出抑制の取組状況の把握。 

（イ）ＶＯＣ排出抑制に資する技術情報、製品情報等の収集及び導入促進。 

   イ 低価格で小型のＶＯＣ処理施設及び低ＶＯＣ製品の開発・普及を製造メーカーに

要望する。 
 （７）大気汚染物質除去装置の設置を促進するとともに、適切な維持管理の徹底を指導す

る。 
 （８）公害防除施設の整備に対する助成を行う。 
 ３ その他の対策 
   上記以外に、次の対策を講ずる。 
 （１）冷暖房温度の適正化、住宅の断熱化、太陽光発電施設の利用促進等の家庭における

エネルギー対策を推進する。 
 （２）家庭等への低ＮＯｘ小型燃焼機器の普及を促進する。 
 （３）建設工事の施工業者等に対し、環境負荷の少ない建設機械の使用及び工事方法の採

用を働きかける。 
（４）低ＶＯＣ製品に係るグリーン購入の拡大に努める。 
（５）環境に配慮した自動車の使用方法、省エネルギー対策、低ＶＯＣ製品の普及等につ

いて、県民・事業者に対する啓発活動や環境教育を積極的に推進する。 
 （６）大気汚染状況に係る監視測定体制の充実を図るとともに、監視測定データを公表す

る。 

 

第４ 推進体制 

   この要綱に定める対策を効果的に推進するため、事業者、市町村等で構成する「あい

ち自動車環境戦略会議」、「大気関係政令市連絡会議」及び「揮発性有機化合物排出抑制

対策推進協議会」を活用する。 

 

附 則 

 １ この要綱は、平成 18 年 4 月 1日から施行する。 

 ２ 愛知県窒素酸化物総合対策推進要綱（平成 7年 4月 1日）は、廃止する。 

附 則 

 この要綱は、平成 25 年 3 月 28 日から施行する。 


